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市
は
、
４
月
15
日
号
の
「
広
報　

ふ
な

ば
し
」
で
、
収
集
回
数
を
減
ら
す
「
４
つ

の
理
由
」
を
述
べ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
ど
れ
も
が
、
回
数
を
減
ら
さ
な
け

れ
ば
解
決
で
き
な
い
も
の
で
し
ょ
う
か
？

説
明
会
に
行
く
前
に
、
参
考
に
ど
う
ぞ
！

　

①
家
庭
か
ら
出
さ
れ
る
可
燃
ご
み
が
多

い
。
一
番
の
理
由
は
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
と

雑
誌
を
「
分
け
な
い
」
か
ら
。

　

②
焼
却
灰
の
埋
め
立
て
は
県
外
の
自
治

体
に
、
と
い
う
の
は
「
事
実
」
。
で
も
、

相
手
の
自
治
体
に
不
法
投
棄
し
て
い
る
わ

け
で
は
な
く
、
費
用
も
支
払
っ
て
い
る
の

で
す
。

　

③
政
令
市
・
中
核
市
74
市
中
の
２
市
以

外
は
週
２
回
だ
か
ら
ど
う
だ
っ
て
言
い
た

い
の
で
し
ょ
う
か
、
３
回
収
集
の
方
が

　

３
月
27
日
、
「
船
橋
市
行
財
政
改
革

推
進
会
議
」
は
市
長
に
意
見
書
を
提

「
サ
ー
ビ
ス
が
良
い
」
と
い
う
こ
と
、
で

し
ょ
う
。

　

④
可
燃
ご
み
の
処
理
に
か
か
る
費
用
は

年
間
42
億
円
。
費
用
を
少
な
く
す
る
こ
と

も
含
め
て
「
全
部
ま
と
め
て
解
決
」
す
る

方
法
は
、
製
造
～
流
通
～
消
費
の
過
程
で

「
家
庭
に
入
れ
ば
、
ご
み
と
し
て
出
す
し

か
な
い
」
も
の
を
「
組
み
込
ま
な
い
」
、

こ
と
で
す
。

　

と
こ
ろ
が
、
船
橋
市
は
、
「
全
く
の
無

策
」
で
、
た
だ
「
市
民
を
困
ら
せ
れ
ば
」
、

ご
み
が
減
ら
せ
る
、
と
し
か
「
考
え
な

い
」
の
で
す
。

　

船
橋
市
内
に
も
余
分
な
包
装
を
し
な
い

「
参
考
に
な
る
お
店
」
も
見
ら
れ
ま
す
。

　

「
ふ
れ
あ
い
収
集
」
も
、
「
本
気
度
」
が

疑
わ
れ
ま
す
。
初
年
度
（
初
年
度
は
10
月

家
庭
系
可
燃
ご
み
収
集
回
数
を
、

家
庭
系
可
燃
ご
み
収
集
回
数
を
、

週
２
回
に
減
ら
す
こ
と
に

　
　

  

ど
ん
な
合
理
性
が
あ
る
の
か
！

週
２
回
に
減
ら
す
こ
と
に

　
　

  

ど
ん
な
合
理
性
が
あ
る
の
か
！

週
２
回
に
減
ら
す
こ
と
に

　
　

  

ど
ん
な
合
理
性
が
あ
る
の
か
！

週
２
回
に
減
ら
す
こ
と
に

　
　

  

ど
ん
な
合
理
性
が
あ
る
の
か
！
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か
ら
３
月
31
日
）
の
予
算
が
３
５
４
万
円

チ
ョ
ッ
ト
だ
け
な
の
で
す
。

●
「
市
民
説
明
会
」
は
以
下
の
日
程
で
開

　

催
さ
れ
ま
す
。
ぜ
ひ
参
加
を
！

船
橋
市
の
開
催
す
る
「
市
民
説
明
会
」
に
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加
し
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、聞
い
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し
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！
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〈
行
財
政
改
革
推
進
会
議
の
提
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〉
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市
民
負
担
増
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
低
下
を
求
め
る
と
は
！

市
民
負
担
増
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
低
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を
求
め
る
と
は
！

市
民
負
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増
・
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サ
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ビ
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低
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！

市
民
負
担
増
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
低
下
を
求
め
る
と
は
！

出
し
ま
し
た
。
国
民
健
康
保
険
料
や

下
水
道
料
、
使
用
料
・
手
数
料
の
引

き
上
げ
、
市
税
徴
収
や
滞
納
整
理
の

強
化
、
全
公
共
施
設
に
お
け
る
指
定

管
理
者
制
度
導
入

の
検
討
、
民
間
委

託
等
に
よ
る
職
員

削
減
な
ど
、
28
の

提
言
か
ら
な
り
ま

す
。（
表
１
参
照
）

　

財
源
不
足
を
こ

と
さ
ら
強
調
し
、

市
民
負
担
増
と
と

も
に
「
公
共
」
を

投
げ
捨
て
、
民
営

化
を
推
進
す
る
方

向
が
露
骨
に
出
さ

れ
て
い
ま
す
。
市

は
こ
れ
を
受
け
て

今
秋
ま
で
に
方
向

性
を
出
す
と
し
て

い
ま
す
が
、
提
言
の
主
な
内
容
に
つ

い
て
、
次
回
か
ら
紹
介
し
て
い
き
ま

す
。

表１：同会議が市長に提出した意見書にある２８の提言

表２：行財政改革推進会議の構成委員
氏名 所属団体等
大野　敬三 市民委員
佐藤　主光 一橋大学国際・公共政策大学院経済学研究科　教授

谷本　有美子 公益社団法人　神奈川県地方自治研究センター　研究員
法政大学人間環境学部　兼任講師

沼尾　波子 東洋大学国際学部国際地域学科　教授

日吉　淳 株式会社　日本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部門　ディレクター／プリンシパル

武藤　博己（会長） 法政大学大学院公共政策研究科　教授
本木　次夫 市民委員

中央公民館
5月 8日（火） 19：00～
20日（日） 13：00～
26日（土） 10：00～

高根台公民館
10日（木） 19：00～
19日（土） 10：00～

東部公民館
11日（金） 19：00～

20日（日） 10：00～

西部公民館
12日（土） 10：00～
15日（火） 19：00～

北部公民館
13日（日） 10：00～
16日（水） 19：00～
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日本共産党国会議員団千葉事務所　043-302-2005
県会議員 丸山 慎一　047-424-6347

市 会 議 員
<市議団控室436-3030 FAX420-7201>

438-8647

4０４-２０３９
422-5278

432-9872
090-6156-8592
462-7273

事務所429-2160
岩 井 友 子

金 沢 和 子

渡辺ゆう子佐 藤 重 雄

松 崎 さ ち坂 井 洋 介

447-0557

493-8140
事務所440-7950

関 根 和 子

中 沢 　  学
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項目 提言

て
い
つ
に
保
確
の
入
歳

市税収入の確保
（徴収率の向上）

徴収率向上の取り組み
課税・徴収体制の強化

し
直
見
の
担
負
者
益
受

使用料・手数料
受益者負担割合の精査・減価償却費の反映
減免制度の点検

国民健康保険事業
決算補填目的の繰出金の解消
保険料水準の適正化・徴収率の向上
医療費の抑制

下水道事業
下水道使用料水準の見直し
経営基盤の強化・効率化

その他の受益者負担
保育料水準の見直し
ごみ処理経費の削減・コスト意識の啓発

公金徴収における
滞納整理の強化 滞納整理の強化

税外収入の確保 創意工夫による税外収入の確保

て
い
つ
に
し
直
見
の
出
歳
と
革
改
務
業

進
推
の
革
改
務
業

業務の
見直し・集約

定型的業務等の集約化・民間委託
類似・重複する事務の見直し・集約化
ごみ収集事業の委託化の推進

指定管理者制度

全ての公の施設における指定管理者制度の
導入検討
専門的知識や社会情勢等の把握
制度導入後の管理監督・評価体制の構築
管理・運営ノウハウの継承

職員配置の見直し 事務の見直し・組織のあり方整理等

歳出の見直し
事業評価・予算に反映させる仕組みの構築
事業見直し・総点検
補助金制度の見直し

普通建設事業の見直しを
通じた公債費の抑制

事業の総点検と優先順位づけ
計画的な都市基盤整備・公共施設等保全
大規模事業の見直し
市債の発行抑制につながる手法の検討


